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(1) 消費者行政の組織について  

消費者行政推進会議  
 

１ 消費者・生活者の視点に立った行政への転換 

２ ｢迷ったらここ｣消費者が頼れる分かりやすい窓口の設置 

３ 国と地方双方の消費者行政の一元化、 

                地方における消費者行政の取り組み強化    

消費者行政を一元的に推進するための 

強力な権限を持った新組織を創設 

組織体制の整備について 

■国の動き（消費者庁の設置）  

資料４ 
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■消費者庁の設置とその機能 

・消費生活センター等に一元的窓口を設置、相談情報を消費者庁に集約 

・消費者に身近な問題を取り扱う法律については、移管・共管 

・内閣府の外局として設置、総合調整権限、勧告権等を付与 

・消費者・事業者からの事故情報等を一元的に集約・分析・原因究明 

①  消費者庁の設置と組織法 

② 情報分析機能、司令塔機能 

③ 消費者被害の防止やすき間事案への対応等のための新法 

④ 個別作用法の所管 
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中国製冷凍ギョウザ中毒、わかめ産地偽装など 
「食の安全・安心」事案への対応における課題      

◆部局を超えた意思決定の円滑化 

◆危機意識の共有と緊急対応のﾏﾆｭｱﾙ化 

◆監視体制の強化 

■徳島県における消費者行政の組織 
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県民くらし安全課 

食の安全・安心担当 

消費生活担当 

くらし・交通安全担当 

「食の安全・安心」など 

県民の生命・財産を脅かす 

「危機事象」に対する 

指揮命令系統の一元化 

危機事象発生時における 

関係部局との連携強化 

各部局における 

危機事象発生時の 

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制構築 

■現状の組織体制 
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• 国の動向等を踏まえた組織体制 

• 監視等担当部局との連携 

• 国、市町村、関係団体との連携 

県消費者行政組織に係る検討課題 
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・通勤手当認定 

・賃金等支給（年末調整含む） 

・各種保険関係手続（社会保険、雇用保険、労災保険） 

臨時職員，非常
勤職員に対する
賃金・報酬支給
等 

・旅費計算、支出処理 旅費 

 

・各種申告書と添付書類の突合 

・給与システムへの入力、処理結果確認 
年末調整 

・通勤、扶養、住居、単身赴任、児童の各種手当認定 等 手当 

主な処理業務 

知事部局（出先機関含む）、企業局、病院局（事務局等）、教育委員会（事
務局等）、諸局（人事委員会、議会事務局等） 

処理対象機関 

本庁庁舎内 設置場所 

内       容 項   目 

  定型的に処理できる総務事務について、システム整備を行うとともに、 

総務事務センターを設置（Ｈ２１年４月）し、全庁規模で集中処理を行う 

(2) 総務事務センター(仮称)の設置について  
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必要書類提出 必要書類提出 

システム化・集約化のイメージ システム化・集約化のイメージ 

職員が自分で入力 

総務事務センター（仮称） 

・出勤処理 
・休暇請求 
・出張申請 
・超過勤務手当 など 

・出勤処理 
・休暇請求 
・出張申請 
・超過勤務手当 など 

各所属 

ペーパーで作成 

電子決裁 

各所属 各所属 

各部局 

各部主管課・総務担当者 

制度所管課 

審査・認定等 審査・認定等 

集約処理 集約処理 

集約処理 集約処理 

審査・認定等 審査・認定等 

制度所管課 制度所管課 

必要書類提出 必要書類提出 



  8 

中間処理を廃止し、センターへ集約化することで 

大幅な業務量の削減が可能 


